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児童相談所の機能

相談

・子どもの福祉に関するあらゆる相談を受け、必要に応じて社会診

断、 心理診断、医学診断、行動診断等により専門的な角度から総

合的に診断し、援助指針を定め、援助を行う。

市町村への援助 ・市町村への助言等支援、情報提供、研修、業務調整

一時保護 ・必要に応じて子どもを家庭から一時的に分離

〇緊急保護／職権保護 〇行動観察

子どもの安全確保 援助方針検討のために
生活面から子どもを観察

〇短期入所指導

心理的診断・援助、カウンセリング、生活指導

措置 ・子ども又は保護者を児童福祉司等に指導させ、

又は子どもを児童福祉施設、指定医療機関に入所させ、

又は里親に委託する。

等



虐待相談での基本的な
対応の流れ



児童相談所の主な権限

●一時保護（児童福祉法第33条）

児童相談所長は、児童虐待のおそれがあるとき、少年法第六条の六第一項の規定により事件の送致を受けたときその他の
内閣府令で定める場合であって、必要があると認めるときは、（略）児童の一時保護を行い、又は適当な者に委託して、当該
一時保護を行わせることができる。 ⇒司法審査導入

●措置（児童福祉法第26条第1項第2号、同第27条第1項第1号～4号）

児童相談所長の行う行政処分としての措置には、訓戒・誓約、児童福祉司等による指導及び指導の委託、施設入所・
里親委託の決定、非行事案の家庭裁判所送致等があります。

●立入調査（児童福祉法第29条、児童虐待防止法第9条～10条）

児童虐待が行われているおそれがあり、子どもの安全確認ができない場合は、職員を子どもの住所又は居所に立ち入らせ、
必要な調査・質問をさせることができます。

●臨検、捜索（児童虐待防止法第9条の3～第10条の6）

保護者が立入調査を拒む、妨げる、又は忌避した場合において、児童虐待が行われている疑いがあるときは、子どもの安全の
確保のため、地方裁判所、家庭裁判所又は簡易裁判所の許可状により、職員等に子どもの住所もしくは居所に臨検させ、
または子どもを捜索させることができます。

臨検：住居等に強制力を伴って立ち入ること
捜索：住居その他の場所に人の発見を目的として探し出すこと

●家事審判の申立（児童福祉法第28条、第33条の7及び第33条の8）

虐待等により著しく児童の福祉を害する状態にもかかわらず、保護者が施設入所等に同意しない場合、家庭裁判所に申し立て、
承認を得た上で施設入所措置等を行うことができます。
また、上記の家庭裁判所の承認を得て施設入所するだけでは子どもの福祉を守れないと判断される場合は、
親権停止・親権喪失の申立を行うことができます。
なお、親権を行う者がいない子どもについては、家庭裁判所へ未成年後見人の選任の申立を行うこととされています。



児童相談所と市町村の役割分担

保護者から分離をする介入が必要あるいは介入を視野に入れた対応が必要な「生命の危機」、
「重度」、「中度」の比較的リスクの高いケースについては権限のある児童相談所が主に担当
し、地域での子育て支援の実施や養育方法の改善等による育児負担の軽減等で状況が改善され
る見込みがある「軽度」、「危惧」の比較的リスクの低いケースについては市町村が主に担当
します。

ただし、ケースによっては「軽度」のケースでも児童相談所が担当することが考えられますし、
「中度」のケースでも市町村が担当することも考えられます。

いずれの場合であっても、児童相談所と市町村がアセスメントを通じて共通理解をし、支援
の方針からどちらが担当することが適切か協議を行った上で判断することが大切です。

その上で児童相談所と市町村は、お互いにのりしろ型の支援が必要であり、常に情報交換し
て支援方法を確認していく必要があります。

なお、ケースの状態は改善したり、悪化したりとその時々で状況が変化するため、要保護児
童対策地域協議会における実務者会議又は個別ケース検討会議において、適宜対応機関の見直
しが必要になってきます。







一時保護ガイドライン 改正のポイントより①

●こどもの安全確保と権利制限については、常にこどもの利益に配慮に配慮して
バランスを保ちつつ、こども安全や福祉の確保の観点から、こどもの権利制限を行うこと
に「正当な理由」があるといえるかどうかを十分検討した上で判断を行う

●外出、通信、面会、行動等のこどもの権利の制限を行う場合には
・こどもに対して事前にその理由について十分に説明し、理解を得るように努め、こども
がその制限に不満や不服を言う場合にも、なぜ必要なのかを時間をかけて納得が得られる
ようにする努力が求められる
・これらの制限を行う場合には、こどもの安全確保のため必要である旨をこどものほか、
面会通信制限など制限の内容等によっては、保護者にも説明するとともに記録に留める
・行動自由の制限と保護者との面会通信制限については、判定会議等において慎重に検討
した上で、児童相談所長が決定を行い、記録に留めておく。また、定期的にその必要性に
ついて検討し、見直しを行う



一時保護ガイドライン 改正のポイントより②

●一時保護施設における生活上のルール（服装・髪型に関するものも含む。）につ
いてもこどもの権利制限に当たりうることを踏まえた上で、当該ルールがこどもの
安全や福祉の確保の観点から正当な理由に基づくものなのか、定期的に点検・見直
しを行うことが求められる旨や、その際は、こどもが参画した議論の場（こども会
議等）の活用により、こどもの意見を十分踏まえることが適当であり、例えば、生
活全般を通じた私語の禁止やきょうだいで入所している場合にきょうだいであるこ
と自体を秘匿させるなど、こどもに心理的な負担を与え、かえってこどもの福祉を
損なうようなルールについては、早急に見直すべきである

●通学については、一時保護施設は、学校に在籍している児童が適切な教育を受け
られるよう、当該児童の希望を尊重しつつ、その置かれている環境その他の事情を
勘案し、通学の支援その他の必要な措置を講ずるよう努めなければならない



一時保護の実際（一時保護ガイドラインより）

こどもの精神状態を把握

こどもの心身の安定化を図り、安心感をもって生活できる
よう支援

こどもを一時的にその養育環境から離す行為

養育環境の変化により、精神的にも大きな不安を伴う

支援に当たっては常にこどもの権利擁護に留意

一時保護の期間は一時保護の目的を達成するために要する
必要最小限の期間とする



こどもの意見聴取等措置と意見表明支援事業



ありがとうございました。

一つの機関だけではこどもの安全は守れません。
こどもや家庭に関する情報提供にご協力をお願いします。

携わる職員が困難な中にもやりがいを実感できるよう、そし
て、こどもと家族の笑顔のために、共に意見交換し助け合い
ましょう。よろしくお願いします。


